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１．はじめに�
　本誌前回号で新地方公営企業会計の改正
点（以下、新会計）の概要について解説を行い
ました。その主な内容を簡潔に振り返りますと、
①資本制度の見直しについては平成24年4月1
日施行、②地方公営企業会計基準の見直しに
ついては平成26年度の予算・決算から本格適用、
③財務規定等の適用範囲の拡大等について
は今後の検討課題であり、当面は①と②に係る
制度改正への対応が重要であることを説明しま
した。また、健全経営と予算・決算・料金のあり
方やアセット・マネジメントや耐震化の推進と新
会計について減資における問題などを紹介しま
した。�
　本誌に掲載された後、読者の皆さまからさまざ
まな意見や要望を頂きました。たとえば、実際に
会計実務に携わっている職員の皆様からは、新
会計制度によって影響を受ける点についてコン
パクトにまとまっており、大変わかりやすかったと
いうものでした。こうしたコメントは寄稿した者と
して大変うれしく思います。�
　ところが技術系の職員の皆様や小規模水道
で日々の業務に追われ新会計移行に伴う事務
に時間が割けない事務系の職員の方からは、あ
まりよく理解できなかった、難しすぎる、さらには
更新財源の確保や耐震化の推進、アセット・マネ
ジメント推進に関わってくることは分ったが、実際
のところ、どのように関連するのか理解できなか
った。�

　あるいはごく数名の方たちではありますが、「で
きることなら平成26年度に新会計が本格適用さ
れる前に、公営企業以外の他の部署に異動し
たいというのが担当者としての本音です」という
心情も耳にしました。こうした担当者の現実的な
悩みに応えられるよう、今回は改めて公営企業
会計の特質に重点を置きながら施設更新財源
の確保について説明したいと思います。�
�
２．新会計において更新財源の確保に関
する会計処理について�

（1）事業計画・予算＝決算＝適正料金の三位

一体の関係�

　公営企業会計は今回の制度改正に関係なく
従前から「予算制度を伴った会計決算」です。
公営水道の関係者にとっては自明のことのよう
に思われますが、民間企業会計では予算制度
の適用はありません。この点が民間企業会計と
公営企業会計の決定的な違いです。�
　そしてこの予算編成は、あらかじめ策定された
今後4年間の事業計画・財政計画の年度割に
よることを基本としています。予算が議決されれ
ば、その予算をもとに1年間の事業が執行され、
会計決算となります。さらに、会計決算をもとにし
て次期の事業計画・財政計画が策定されるとと
もに、それを受けて料金算定が行われる仕組み
となっています。このように「事業計画・予算＝
決算＝適正料金」の三位一体の関係にあること
が、民間企業会計と決定的に異なる特質と言え
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ます。�
　実はこうしたサイクルは水道事業の職員にと
ってはおおむね理解済みのことなのですが、実
務上は関係する担当部署が細分化・専門化さ
れていることから、水道事業会計の全貌を見逃
しがちになりますので、注意を促しておきます。�
　要するに、水道職員はそれぞれ担当業務の
遂行に専念することが水道事業を適正に運営
することとなるとともに、どの部署であろうとも各
自の業務が最終的には事業計画・予算＝決算
＝適正料金に関わってくるということになります。�
�
（2）会計規程の整備と予算編成の適正化�

　公営企業会計が三位一体であることを説明
しましたが、水道職員のすべてが必ず関わるの
が予算編成です。通常、予算編成は各部署ご
とに次年度の業務の予定量とそれに伴う所要
額の積み上げによって行われています。そして
この作業は繁忙を極めるのですが、そもそもこの
作業の前提となる事項への配慮が、実務上不
足しています。�
　たとえば、耐震化の推進や老朽化施設の更
新を行うために予算計上することになりますが、
予算編成を適正に行うためには会計規程にし
たがう必要があります。たしかに今回の新会計
制度で関係法令が改正されました。しかし、この
関係法令に基づけば直ちに公営企業会計が適
正に運用され、予算・決算が適正に行われるわ
けではありません。�
　公営企業会計の基本構造は、次の図1の通
りです。まず、会計公準にしたがって地方公営
企業法第20条第1項で損益計算書を、同条第2
項で貸借対照表を適正に作成することとしてい
ます。これを実現するために地方公営企業法施
行令第9条が会計の原則を定めています。この
会計の原則に民間企業の企業会計原則が採り
入れられているのですが、公営企業会計では法
令による明文規定がありますので、この規定が
公営企業の会計の原則の法的根拠となります。�
　さらに、図1の通り、法令として地方公営企業
法施行令、同施行規則等の法令によって計理

することになります。今回の新会計制度とは、こ
の図1でいう法令が改正されたということです。
ところがその上に「会計規程」があります。この
会計規程は各水道事業が整備すべきものであ
り自動的に会計規程が整備されるわけではあり
ません。つまり、会計規程の整備なくしては新会
計への適正な移行は出来ないということになり
ます。�
　会計規程を所管する担当者が会計規程の改
定作業を行うことは当然ですが、それ以外の担
当者であってもこれは関わってくる話です。なぜ
なら、会計規程の中に勘定科目表が含まれており、
この勘定科目表にしたがって予算編成を行うこ
ととなるからです。要するに、適正な予算編成の
ためには、新会計基準にしたがった勘定科目の
理解と整備がその前提として必要不可欠という
ことになります。�

（3）アセット・マネジメントと適正な当年度純利

益の確保の必要性�

　アセット・マネジメントを実践するにあたって重
要なのは、アセット・マネジメントのプランニングが
中核となりますが、それを支えるのが公営企業
会計です。水道事業におけるアセット・マネジメン
トとは、中長期的財政収支に基づいて施設の更

図1　地方公営企業会計の基本構造�
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新等を計画的に実行することによって持続可能
な水道を実現していくことを目的として、水道事
業者が長期的な視点に立って水道施設のライ
フサイクル全体にわたって効率的かつ効果的に
水道施設を管理運営することです。これらを組
織的に実践する活動がアセット・マネジメント（資
産管理）です。�
　ただし、より広い意味では、貸借対照表におけ
る資産（assets）を指すこともあります。したがって、
水道事業に関わる以上は、厚生労働省がアセッ
ト・マネジメントを推進していることもあって、それ
への対応が当然に必要とされますが、そのため
にもアセット・マネジメントに関わる水道職員なら
びに水道関係者が公営企業会計の基礎を理
解する必要があります。なぜなら、水道事業の
本質は施設であって、施設はいつか必ず老朽
化するから、いつか必ず更新が必要となるから、
そうした問題にお金の流れをコントロールする会
計面から対応することが当然に求められることに
なります。�
　�
① 料金値下げした団体の行方��
　さて、ここで重要となるのが当年度利益です。
ここでは実例を紹介した方がわかり易いと思い
ます。A水道事業は都市部にある比較的健全な
経営を行っていた団体です。この団体が平成2
年度に約2.3億円の当年度純利益を計上しました。
その結果、議会などから「水道事業が儲けてどう
するんだ」、「水道事業は市役所がやっているん
だから利益はいらないのではないか」、「水道料
金が高いから利益が出たんだろう」といった批
判が出ました。そこで平成4年度に「料金特別減
額措置」と称して料金値下げを実施しました。そ
の後、平成19年度まで料金の見直しを行わなか
ったため、料金値下げしなければ本来得られた
であろう水道料金収入の総額は約15億円に達
しました。一方、その期間も企業債償還金や建
設改良費などの資本的支出（通称、第4条予算）
が多額に及んだため資金不足となり、その不足
額を市中銀行からの一時借入金で調達するこ
とにしました。その一時借入金の額は約10億円

です。��
　この事例を単純化してまとめとみると、2.3億
円も儲けているんだったら料金下げろということで、
料金を下げたら総額15億円の水道料金収入、
すなわち現金収入が不足することとなり、不足
があるから10億円の借金をしたということです。
最終的にはこの水道事業者は財政健全化法法
定基準である資金不足比率が20％を超える状
態となり経営健全化団体となりました。この料金
値下げ期間中は適切な施設更新投資が行わ
れず、水道施設の劣化が進むとともに、その後
の経営健全化のためには大幅な料金値上げが
繰り返えされることとなりました。なお、この団体
は現在は既に健全な経営状況に戻りつつあり
ます。��
　�
② 水道事業に利益は必要か��
　さて、この事例の意味するところはなんでしょ
うか。まず、A水道は本当に2.3億円を儲けたの
かどうかを考える必要があります。民間企業の場
合の利益とは確かに儲けであり、処分可能利益
といえます。その処分先は、①役員賞与、②株
式配当、③税金です。これに対して、水道事業
会計は利益が出たら管理者がそれだけ多く賞
与をもらえる仕組みにはなっていません。配当や
税金も同様に該当しません。公営企業における
当年度純利益の意味が過去の研究ですでに
定義されています。それは「公共的必要余剰」
といわれるものです。�
　公共的必要余剰とは、具体的には建設改良
費の財源、企業債償還金の財源、すなわち資
本的支出（第4条予算）の財源に充てられるべ
きものです。公営企業会計は民間企業会計と
は異なり、予算制度を採用していることは既に
説明したとおりです。このうち、通常、第4条予算
は赤字となります。第4条予算は資金収支の性
格を持つといわれる通り、原則的には現金主義
となり、現金が不足する予算を編成するというこ
とになります。このことを第4条赤字予算と称しま
す。しかし、赤字でも予算執行が可能であること
の資金の裏付けを説明するために「資本的収
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入額が資本的支出額に不足する額何千円は・・・
で補てんするものとする」と予算書に文言で記
載します。これを『補てん財源制』といいます。
なお、耐震化の推進や施設更新に関わる財源は、
この資本的支出として予算計上されることにな
りますので、一所懸命に取り組むほど第4条予
算の赤字が大きくなることになります。つまり、そ
うした団体ほど補てん財源として必要となる金
額が多額になるということです。��
　�
③ 補てん財源とは何か��
　では、この補てん財源はどこから出てくるので
しょうか？当然、補てん財源は決算書に計上され
ています。もし決算書に計上されていない補て
ん財源があったとすれば、それは裏金です。もち
ろん水道事業会計に裏金などありませんよね。
補てん財源とは、損益勘定留保資金と当年度
純利益などからなります。このうち損益勘定留保
資金とは損益計算書で計上された費用のうち
の非現金支出費用を指します。費用の中には
職員給与費や支払利息など現金支出を伴うも
ののほか、減価償却費などの現金支出を伴わ
ない費用があります。このうち現金支出を伴わ
ないものが損益勘定留保資金であり、非現金支
出費用であると理解して結構です。�
　�
④ 3条予算黒字・4条予算赤字が公営企業会
計の基本構造��
　非現金支出費用のほかに、1年間の事業活
動を通じて費用よりも収益の方が多かった場合
に計上されるのが当年度純利益ですが、これが
公共的必要余剰として損益勘定留保資金とと
もに第4条予算の不足額に充てられる仕組みと
なっています。つまり、健全経営を営むためには
当年度純利益の確保が前提として組み込まれ
ているのです。公営企業会計は「第3条予算が
黒字、第4条予算が赤字」というのが基本構造
なのです。そして耐震化の推進や老朽化施設
の更新を進めるためには、4条支出の財源となる
当年度純利益の適正な確保が重要ということ
になります。このようにアセット・マネジメントを推

進する技術職員であっても、公営企業会計に関
係してくることになります。�
�
3．今回のまとめと今後の展開�
　前年度中に行われた水道料金の改定のうち
約４割が値下げの改定でした。水道料金値下
げによって直ちに水道事業の経営状況が悪化
するとはいいきれませんが、今回紹介したような
事例が起こっていることもまた事実です。水道
利用者にとって目先の料金が安いけれども、当
面必要とされる投資を先送りして後年度に施設
が劣化したり、経営が悪化したときになってから
大幅な料金値上げを行うことが良いのか、ある
いは、時々で適切な耐震化の推進や施設更新
を行いながら一定水準の適正な水道料金を負
担してもらうことは良いのか、を考える時期に来
ているといえます。今後は水道利用者にとって
望ましい水道サービスのあり方を明確にし、それ
を住民の皆さんに知ってもらうことが重要だと思
います。�
　こうしたことを考えた場合には、適切な投資を
行いながら絶えず健全経営を継続していくこと
が住民サービスとしてふさわしいと思います。そ
の場合には、補てん財源となる当年度純利益の
確保が必要となり、これは一時的に手元の現金
預金の中に含まれるということになります。そこで、
将来の資本的支出の財源として実際に手元に
留保している現金預金の適正残高とその現金
預金の適正管理が重要になりますが、このテー
マはあらためて説明したいと思います。�
　�
【新刊本のご紹介】�
筆者は『新地方公営企業会計制度はやわかりガイド』
（ぎょうせい発行）を出版いたしました。本書は、新地方
公営企業会計制度について、「総務省資料を読んだ
けれど、よくわからない」、「難しい解説書を読む時間が
ない」、「部下に説明したものの、理解しているか怪しい」、
「首長や議員にわかりやすく示したいけれど、よい資料
はないのかなぁ？」と思っている方にピッタリの「新制度
の入門書」です。ぜひご一読されますようお薦めいたし
ます。�
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ＧＸ形の規格に短管１号と２号が無いのはなぜですか？�

　仕切弁部の継手にはこれまでフランジ形が多く使用されていて、過去の大地震等の漏水被害
は、フランジ継手部に多く発生していました。水道施設耐震工法指針・解説　2009年版（日本
水道協会）には、フランジ形については、一般に屈曲に対する抵抗力が劣っているとも記載され
ています。�
　そこでＧＸ形は、より信頼できる耐震管路の構築を目指すために、地震時に弱点となり得るフ
ランジを有する短管1号および短管2号を規格から外すことにしました。�
　なお、短管1号および短管2号を規格から外す代わりに、ＧＸ形受口を有するソフトシール弁
を規格に取り入れています。�

ＧＸ形の切管挿し口を継ぎ輪に接続する場合は、Ｇ－Ｌｉｎｋを使
用して良いですか？�

　切管挿し口をＧＸ形の継ぎ輪受口に接合する場合は、基本的に通常の配管やせめ配管ではＧ
－Ｌｉｎｋを使用して良いです。�
　ただし、不同沈下が発生しやすい構造物との取り合い部や地震時に大きな地盤変状が発生
する切土と盛土の境界部など、平常時あるいは地震時に地盤変状が集中するような場所では、
適宜継ぎ輪を用いて地盤の想定変位量を吸収します。その場合、より継ぎ輪の機能を発揮でき
るように、Ｇ－Ｌｉｎｋを使用するのではなく、１種管を切管して挿し口リングを取付け、これを使
用して下さい。�
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GX形異形管の曲管と乙字管の挿し口にある三角形の突起（フッ
ク）は何のために付いているのでしょうか？�

　三角形の突起（フック）は異形管挿し口と直管受口を接合する場合に使用します。�
　異形管挿し口と直管受口を接合する場合、プッシュオンタイプの接合になるため、フランジ付
きＴ字管を接合する場合、図１のように異形管受口のボルト穴にレバーホイストのフックを引っ
掛けて接合します。�

　しかし、曲管と乙字管の受口は挿し口に対して偏心しているため、直管受口を接合する場合、
図2のように異形管受口のボルト穴にレバーホイストのフックを引っ掛けて接合することがで
きません。�

　そこで、曲管と乙字管を直管受口に接合する場合は、図3のように三角形の突起（フック）に
スリングベルトを引っ掛けて接合します。三角形の突起（フック）はスリングベルトが滑らない
ようにするために付いています。�

図3（図例：曲管45°）�

図1（図例：フランジ付きＴ字管）�

図2（図例：曲管45°）�
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GX形で土留め工を用いて施工する場合の掘削幅の考え方は？�

　「水道事業実務必携」第2章 開削工歩掛によると、掘削深度が1.5ｍを超える場合や、1.5
ｍ以下の掘削深度でも自立性の乏しい地山の場合には土留め工を施すこととされています。
その場合、掘削幅は (1)吊込み時の掘削幅、(2)接合時の掘削幅 を求め、このうち大きい方を
採用します。なお、最小掘削幅は地山内法寸法(土留め矢板厚は別途加算)で50cmです。�
�
　一例として、実務必携に記載された部材標準寸法を用いて、呼び径150GX形を木矢板土留
で施工する場合の最小掘削幅を求めると、下記のとおり750mmとなります。�
　実際の施工条件に合わせた部材厚で計算する必要がありますが、掘削幅は素掘り施工の場
合よりも広くなります。�

  掘削幅B(mm)  計算式�

 (1)吊込み時 742 B=D5+2×(b1+c+b2)�

 (2)接合時 569 B=D2+2×(b3+c)�

 (3)最小掘削幅 500 B=500�

 　掘　削　幅 750 (1),(2),(3)の最大値を50mm単位に切上げ�

ここに、�

 D5 ：呼び径150GX形の受口外径（＝242mm）�

 D2 ：呼び径150GX形の挿し口外径（=169mm）�

 b1 ：吊込み余裕幅（=50mm）�

 b2 ：腹起し材幅（=150mm）�

 b3 ：接合作業幅（=150mm）�

 c ：矢板厚（=50mm）�

注記）計算式に合わせて実務必携の図を修正。�
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PIP工法に使用する受挿し短管と継ぎ輪の接合について�

　一般にダクタイル鉄管の異形管挿し口と継ぎ輪を直接接合することはできません。しかし、
PIP工法で使用するPN形等の受挿し短管は、立て坑内で使用することを想定しているため、
継ぎ輪との接合を考慮した加工範囲としています。�
　なお、受挿し短管に継ぎ輪をあずけることはできませんので、せめ配管には使用する場合は
前後の配管に留意する必要があります。�
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ＰＮ形管ＣＰ方式と従来のＰＮ形管との比較�

呼び径�

　パイプ イン パイプに用いる耐地盤変動用のＰ
Ｎ形ダクタイル鋳鉄管として、既設管内に持ち込
んで接合する方式〔ＣＰ方式(Carrying pipe 
method)〕(以下、ＰＮ形管ＣＰ方式という。）が
開発、実用化されたことから平成24年8月2日付
けで制定した。��

　なお、従来のＰＮ形管は、発進立坑で接合を
行ってジャッキによって既設管内に押し込む方
式である。�
　ＰＮ形管ＣＰ方式と従来のＰＮ形管との比較
を下表に示す。�
�

規格ニュース�

JDPA G 1051「PN形ダクタイル鉄管（CP方式）」�

 項目 ＰＮ形管ＣＰ方式 従来のＰＮ形管�

継手の構造�

※水密性を確保する部分は同じであるため、ゴム輪、押輪、ボ
ルトは同じである。�
※受口溝とロックリングにテーパを設けている。�
※セットボルトがない。�

※水密性を確保する部分は同じであるため、ゴム輪、押輪、ボ
ルトは同じである。�
※ロックリングは受口外面のロックリング挿入用長あなから挿
入する。�
※セットボルトがある。�

継手の性能� 伸縮離脱防止継手で同じ性能である。�
　・伸縮量：管長の＋1％��
　・離脱防止力：3Ｄ kＮ（Ｄは呼び径mm）��
　・許容屈曲角度： 呼び径   700～1000 3°�
 呼び径 1100 ・ 1200 2°45′�
 呼び径 1350 2°30′�
 呼び径 1500 1°50′�

一般的に既設管に対して1呼び径小さい新管を挿入できる。�既設管に対して2～3呼び径小さい新管を挿入できる。�
挿入できる�
新管の呼び径�

受挿し短管�
�
フランジ付きＴ字管�
継ぎ輪�

受挿し短管�
11・°曲管、5・°曲管、3°曲管�
�
継ぎ輪�

異形管の種類�

直管�
直管（溶接リング付き）�
直管（フランジ・リブ付き）�

直管�直管の種類�

1種管(D1)､2種管(D2)､3種管(D3)､4種管(D4)��
※ただし、2種管は呼び径400以上、3種管は呼び径500以上、
4種管は呼び径600以上�

P種管（DP）��
※P種管は、パイプ イン パイプ工法に用いる種類として、
Pipe in pipeの頭文字をとった。�

直管の管厚�
（種類と記号）�

300～1500700～1500��
※接合時に既設管内に持ち込んだ新管内を人が通る必要
があることから呼び径700以上になっている。�

直管� 直管�
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「JDPA継手接合研修会」の開催�協会�
ニュース�

　日本ダクタイル鉄管協会では、ダクタイル鉄管の設計・施
工に関するご理解を深めていただくため、全国各地にて「技
術説明会」（講義形式、実技形式）を行っておりますが、こ
れとは別に、継手接合の技能を習得いただくために、協会
研修所にて「JDPA継手接合研修会」を実施しています。�
　この継手接合研修会について、ご紹介いたします。�
�

1．研修会の目的�
　ダクタイル鉄管の継手接合に特化した研修会で、特定継
手の接合技術を重点的に習得していただくことを目的とし
た研修会です。�
　そのため、配管技能全般の習得を目的とした(社)日本水
道協会主催の「配水管工技能講習会」とは講習内容が異
なります。�
�

2．研修会の詳細�
（1） 講座名と研修内容�
　定常的に開催している研修会は、「耐震管（呼び径450
以下）」と「耐震管（呼び径500以上）」の２つの講座で、ご
要望があった場合のみ「一般管」の講座も開催しています。�
　それぞれの講座の研修内容などを、表1に示します。��
（2） 研修の実施内容�
　各講座とも、１日の研修の中で以下の内容を実施してい
ます。�
　・講義（座学）�
　・直管および異形管の接合・解体実技実習�
　・切管、挿し口形成実技実習�
　・習得度確認（実技評価、筆記試験）�
　なお、実技実習については、受講者4名までで１班を編成
し、各班に指導員が付く体制での濃密な研修を行っています。
（3） 研修会場�
　常設研修会場は以下の５会場です。�
　・関東地区　船橋会場（千葉県船橋市）�
　　　　　　　市川会場（千葉県市川市）�
　　　　　　　久喜会場（埼玉県久喜市）�

　・関西地区　武庫川会場（兵庫県尼崎市）�
　　　　　　　加賀屋会場（大阪府大阪市）�
　なお、ご要望があった場合には、現地研修会を開催する
こともあります。�
（4） 受講料�
　冒頭の「技術説明会」は無償で実施していますが、「JDPA
継手接合研修会」については、機材費などのために受講者
１名当たり18,000円の受講料をお願いしています。�
　なお、現地研修会については、別途追加費用が必要とな
ります。�
（5）受講証の発行��
　研修を受講され、習得度確認で研修内容を習得されたと
評価される方に、「JDPA継手接合研修会受講証」（カード
形式）を発行しています。�
�

3．受講申込みの方法�
　当協会ホームページに開設している窓口（技術説明会の
コーナーに設置）より、各常設研修会場での研修会開催ス
ケジュールをご覧いただけます。ご希望の講座、研修会場を
選択（クリック）することで、インターネットを通じて受講申込み
の手続きを行うことができます。なお、同窓口に「JDPA継手
接合研修会申込み案内」を掲載していますので、お申込み
の際には事前にご一読下さい。�

表１　講座名と研修内容�

 講座名 略称 研修日数 研　修　内　容�

 耐震管（呼び径450以下） 耐小  呼び径75～450のGX形、NS形の継手接合��

 耐震管（呼び径500以上） 耐大 各１日間 呼び径500～1000のNS形の継手接合��

 一　　般　　管 一般  K形、T形、フランジ形の継手接合�
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●当協会ホームページのツールバー「技術説明会」からも継手接合研修会の
参加申し込みが手続きできます。�
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●鼎談では、東日本大震災の被災地で陣

頭指揮をとられた仙台市にお集まりいた

だき、震災後の復興や復旧のあり方、日

本が誇るべき技術力、人のつながりなど

を熱く語っていただきました。特に重川先

生の日本の技術力は国際社会でもっと

自慢してよいとの発言には、感激しました。�

●現地探訪は、全国総会開催地の旭川市

で三島　保水道事業管理者にインタビュ

ーさせていただきました。旭川市の水道

のこれまでの歩み、諸先輩からお聞きに

なられた苦労話、現在の苦労話、新耐震

管の採用についてなど、幅広くお話いた

だきました。�

●関東地方では、９月に１１年ぶりの取水制

限を実施しています。給水制限とは異な

るので、生活に影響がでる段階ではない

ですが、狭い日本列島の中でゲリラ豪雨

災害に苦しめられた地域もあれば、渇水

に悩む地域もある、何とかならないものか

と空に向かって祈りたい。�

●今号から鼎談や技術レポートをカラーで

制作させていただきました。グラフや写真、

地図などが今までのモノクロでは判別し

づらい点が解消され、見やすく、分かりや

すくなりました。�

�

編集後記�
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箇踏の更新や新霞にl志、耐震性・

耐久性・耐蝕性に優れ、安全・確実怠

施工性で定評のNCKタクタイル鉄管。

直管・異形管、鉄蓋怠ど、

ダクタイル製曽路システム一式を揃え、

製造か5責任施工まで、NCKの一貫した

先進技術でお応えします。
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